
【様式第1号】

自治体名：京都府

会計：全体会計 （単位：百万円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 2,755,601   固定負債 2,412,273

    有形固定資産 2,365,950     地方債等 2,240,855

      事業用資産 651,283     長期未払金 276

        土地 457,169     退職手当引当金 155,757

        立木竹 18,220     損失補償等引当金 1,016

        建物 540,269     その他 14,369

        建物減価償却累計額 -376,851   流動負債 92,965

        工作物 2,927     １年内償還予定地方債等 66,587

        工作物減価償却累計額 -865     未払金 2,907

        船舶 3,761     未払費用 2,916

        船舶減価償却累計額 -2,750     前受金 161

        浮標等 -     前受収益 74

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 15,627

        航空機 -     預り金 3,821

        航空機減価償却累計額 -     その他 872

        その他 - 負債合計 2,505,238

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 9,403   固定資産等形成分 2,798,903

      インフラ資産 1,678,213   余剰分（不足分） -2,481,750

        土地 419,538   他団体出資等分 -

        建物 13,230

        建物減価償却累計額 -10,096

        工作物 4,795,439

        工作物減価償却累計額 -3,577,787

        その他 3

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 37,886

      物品 85,938

      物品減価償却累計額 -49,483

    無形固定資産 25,396

      ソフトウェア 646

      その他 24,751

    投資その他の資産 364,255

      投資及び出資金 132,560

        有価証券 -

        出資金 132,560

        その他 -

      長期延滞債権 3,486

      長期貸付金 44,341

      基金 184,418

        減債基金 146,957

        その他 37,460

      その他 73

      徴収不能引当金 -183

  流動資産 66,789

    現金預金 20,145

    未収金 3,324

    短期貸付金 4,000

    基金 39,301

      財政調整基金 21

      減債基金 39,280

    棚卸資産 35

    その他 171

    徴収不能引当金 -186

  繰延資産 - 純資産合計 317,152

資産合計 2,822,391 負債及び純資産合計 2,822,391

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：京都府

会計：全体会計 （単位：百万円）

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

  経常費用 948,574

    業務費用 420,934

      人件費 218,799

        職員給与費 181,630

        賞与等引当金繰入額 15,627

        退職手当引当金繰入額 13,980

        その他 7,562

      物件費等 173,203

        物件費 49,746

        維持補修費 24,053

        減価償却費 99,156

        その他 248

      その他の業務費用 28,932

        支払利息 17,726

        徴収不能引当金繰入額 346

        その他 10,860

    移転費用 527,640

      補助金等 510,099

      社会保障給付 11,601

      その他 5,940

  経常収益 44,713

    使用料及び手数料 19,170

    その他 25,543

純経常行政コスト 903,861

  臨時損失 9,782

    災害復旧事業費 2,217

    資産除売却損 480

    損失補償等引当金繰入額 256

    その他 6,829

  臨時利益 377

    資産売却益 261

    その他 115

純行政コスト 913,266



【様式第3号】

自治体名：京都府

会計：全体会計 （単位：百万円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 378,887 2,828,397 -2,449,510 -

  純行政コスト（△） -913,266 -913,266 -

  財源 829,334 829,334 -

    税収等 690,481 690,481 -

    国県等補助金 138,854 138,854 -

  本年度差額 -83,932 -83,932 -

  固定資産等の変動（内部変動） -51,834 51,834

    有形固定資産等の増加 42,582 -42,582

    有形固定資産等の減少 -103,822 103,822

    貸付金・基金等の増加 255,474 -255,474

    貸付金・基金等の減少 -246,068 246,068

  資産評価差額 -433 -433

  無償所管換等 1,822 1,822

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 20,808 20,951 -142

  本年度純資産変動額 -61,735 -29,494 -32,240 -

本年度末純資産残高 317,152 2,798,903 -2,481,750 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



【様式第4号】

自治体名：京都府

会計：全体会計 （単位：百万円）

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 854,840

    業務費用支出 327,199

      人件費支出 224,027

      物件費等支出 74,073

      支払利息支出 17,749

      その他の支出 11,350

    移転費用支出 527,641

      補助金等支出 510,100

      社会保障給付支出 11,601

      その他の支出 5,940

  業務収入 844,939

    税収等収入 689,614

    国県等補助金収入 111,527

    使用料及び手数料収入 19,162

    その他の収入 24,636

  臨時支出 2,224

    災害復旧事業費支出 2,217

    その他の支出 7

  臨時収入 4,384

業務活動収支 -7,741

【投資活動収支】

  投資活動支出 187,554

    公共施設等整備費支出 39,055

    基金積立金支出 74,794

    投資及び出資金支出 683

    貸付金支出 73,023

    その他の支出 -

  投資活動収入 157,109

    国県等補助金収入 24,012

    基金取崩収入 56,940

    貸付金元金回収収入 74,565

    資産売却収入 762

    その他の収入 831

投資活動収支 -30,445

【財務活動収支】

  財務活動支出 211,803

    地方債等償還支出 210,811

    その他の支出 993

  財務活動収入 254,219

    地方債等発行収入 253,551

    その他の収入 669

前年度末歳計外現金残高 3,677

本年度歳計外現金増減額 287

本年度末歳計外現金残高 3,964

本年度末現金預金残高 20,145

財務活動収支 42,416

本年度資金収支額 4,230

前年度末資金残高 11,950

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 16,180



会計名

収益事業特別会計
地域開発事業特別会計
港湾事業特別会計
国民健康保険事業特別会計
流域下水道事業特別会計
電気事業会計
水道事業会計
病院事業会計
工業用水道事業会計

注 記（全体財務書類）

１ 重要な会計方針

（１）作成方法

　一般会計等財務書類と同様の基準に基づき、一般会計等に一部の特別会計及び公営企
業会計を加えて作成しています。

（２）対象会計範囲

一般会計等の会計区分に加え、次の会計を対象としています。


